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1. 序論

1. 本安全資料の目的

製品の自由な流通を目指してきた欧州連合 (EU)

内で，新しい市場統合政策 1)が展開され，効率よく達

成されてきている。

この新しい政策は， EU内での製品の自由な流通が

各国毎の安全規制という障壁によって阻害されるのを

防ぐためのものであり，①安全上の必須要求事項と

してのEC指令と，これを補充する体系化された技術

仕様書としての欧州規格，②モジュール方式による

必須要求事項への適合性評価と， EU内での検査や検

定の相互認証，③自己責任に基づく製品の安全立証

と，必須要求事項への適合を自ら宣言する（以下，適

合宣言と言う） CEマーキングという 3つの制度から

なる。

このうち，①の欧州規格は，今後の我国の安全技

術水準の向上を図る上できわめて参考になる内容を含

んでいる。また，この規格の中には現在既に IS 0規

格の原案として国際規格化が進められているものもあ

り，今後の我国では欧州規格の内容を考慮した安全対

策の実施が必須と考えられる。そこで，本安全資料で

は，主に技術的な観点から，機械安全に関連した欧州

規格の概要を示す（第2章）と共に，機械プレス（補

足 1参照）を対象に欧州規格と我国の安全関係法令の

比較検討（第 3章）を行い，今後の我国の安全技術のあ

り方を検討する際の参考資料の作成を行うことにした。

なお，機械安全に関する EC指令の中には機械指令，

EMC指令，低電圧指令等があるが，本安全資料では

紙面の都合もあり，分析の対象を機械指令に限定した。

また， EUの市場統合と関連した機械安全に関する

政策は，上記①だけでな<'②や③の観点からも分析

が必要であるが，これらは主に行政的課題となるので，
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本安全資料での分析の対象は①に限定した。仮に②と

③に関する詳しい内容を知りたい場合は，文献 1),4), 

5)等を参照されたい。また，欧州規格制定の背景を詳

しく知りたい場合は，付録を参照されたい。

表 1に，本安全資料で頻繁に使用する略語の意味を
示す 2)-4¥ 

2. 欧州における新しい安全規制の概要

2. 1欧州指令とニュー・アプローチ

1 9 5 7年に設立されたEECは， EEC内での自

由な製品流通が安全規制という障壁によって阻害され

るのを防ぐために， CEN/CENELECが中心と

なって加盟国相互の規格の整合化を推進してきた。こ

の政策は，欧州では「オールド・アプローチ」 1)と呼

ばれている。

しかし，元々 EECは英国， ドイツ，フランスのよ

うに膨大な工業規格を持つ国々の共同体であり，これ

らの規格の数は総計すると数万にも及ぶことから，こ

の整合化は遅々として進まなかった（補足2参照）。

また，当時，加盟国は製品の安全性に関する検査や

検定の相互認証制度を確立していなかったため，製品

が他国に流通すると再度検査や検定が必要となり，結

果的にコストや時間の損失を招いていた。

1 9 8 5年， ECは，上記のような状況を改善する

ために，従来の「オールド・アプローチ」に代わるも

のとして「ニュー・アプローチ」 1)という新しい政策

を発表した。

この政策の特徴は，従来の各国の国内規格に代わる

ものとして，欧州閣僚理事会がEC指令と称する 20 

種類ほどの安全に関する指令を発令し（表2参照），

この指令に定める必須要求事項を製品が満足している

限り， EU内での製品の自由な流通を認めようとする

ものである。
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表1 本安全資料で使用する略語の意味（文献1~3を参考に作成）

略 語 日本語での名称 説 明

1 EU 欧州連合 Eur~pean Unionの略称。欧州統合化を目的として従来のECを1993年に名
称変更したもの。参加国はベルギー，フランス，イタリア，ルクセンプルグ，

オランダ， ドイツ，デンマーク，アイルランド，イギリス，ギリシャ，ポルト

ガル，スペイン，オーストリア，スウェーデン，フィンランド。

欧州規格に関与する機関は，次の通り。

1)欧州委員会

EUの政策や指令を提案し，実行する権限を持つ。

2)欧州閣僚理事会

各種の法案を審議し，提案，規則，指令を決定する。

3)欧州議会

国会に相当する権限を持つ。 EUに関する提案書を閣僚理事会に提出する前

や閣僚理事会で提案書が採択された後に討議する。

4)欧州裁判所

EUの法律に基づき裁判を行う。判決は各国の国内法規を超え執行される。

2 EC 欧州共同体 European Communitiesの略称。

欧州での単一共同市場の構築を目的として1967年に設立された。

3 EEC 欧州経済共同体 European Economic Communityの略称。

ECの母体となった経済共同体であり， 1957年に設立された。

4 CE CEマーキング Comite Europeenの略称。製品がEC指令の必須要求事項に適合しているこ

とを，製造者自らが適合宣言するとき貼付するマーキング。

5 I S 0 国際標準化機構 International Standardization Organizationの略称。 1947年に電気・電子分野

以外の標準化のための国際機関として設立された。

6 ISO/TC I S 0の専門委員会 I S 0に設けられた専門委員会。 TechnicalCommissionの略称。

7 ISO/SC IS 0の分科委員会 I S 0の専門委員会を細分化した分科会。 SpecialCommissionの略称。

8 IS 0/…… IS 0の作業部会 I S 0の専門委員会や分科委員会の討議をさらに専門的に行う作業部会。

WG  Working Groupの略称。

， ISO/TR I S 0の技術報告書 Technical Reportの略称。投票で過半数の賛成が得られない場合や，課題が

技術的に発展途上にある場合などに作成する。

10 IS 0/WD, I S 0規格作成過程の I S 0規格の作成過程では， WD (Working Draft)→ D P (Draft Proposal)→ 

DP, DIS, 各段階 D I S (Draft International Standard)→ I S (International Standard)という段階

I S を経る。

11 ISO/NP I S 0新プロジェクト NPはNewProjectの略称。 IS 0とCENの整合化を目的とした新プロ

の作成規格（案） ジェクトで作成された規格（案）。

12 I E C 国際電気標準化機構 International Electrotechnical Commissionの略称。 1908年に電気・電子分野

の標準化のための国際機関として設立された。

13 CEN 欧州標準化委員会 Comite Europeen de Normalisationの略称。欧朴l域内の電気・電子分野以外
の標準化のための機関として設立された機構。

14 CENELEC 欧州電気標準化委員会 Comite Europeen de Normalisation Electro-techniqueの略称。欧朴I域内の電
気・電子分野の標準化のための国際機関として設立された機構。

15 EN 欧州規格 European Normの略称。最終的に確定した欧州規格である。

16 pr EN 欧州規格案 原案段階にある欧州規格。「pr」はProposalの略称。

17 NB 技術的能力を有する機 Notified Bodyの略称。 EU認証機関の一つで， EC指令や欧朴I規格に基づい
関。ノーティファイド・ てEC型式試験を行い，証明書を発行する。

ボディ

18 EMC指令 電磁気 電磁環境両立性に関する指令。不要な電磁波を出さないこと，及び電磁ノイ

コンパチビリティ ズ等によって誤作動しないことに関する必須要求事項を記載した指令である。
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表2 機械安全に関連したEC指令（文献5を参考に作成）

指令名 指令番号 猶予期間開始日 強制化する日 図1で選択する
モジュールの例

1 機械 89/392/EEC 93.1.1 95 .1.1 A, B 

91/368/EEC 一部は94.1.1 一部は96.1.1
93/44/EEC 
93/68/EEC 

2 電磁気コンパチビリティ 89/336/EEC 92.1.1 96 .1.1 A, B 
(EMC) 92/31/EEC 

3 低電圧 (LV) 73/23/EEC 95.1.1 97 .1.1 A 

4 単純圧力容器 87/404/EEC 90.7.1 92.7.1 B 

90/488/EEC 

5 熱水ボイラ 92/42/EEC 94.1.1 98.1.1 

6 機械騒音 86/188/EEC 96.1.1から
機械指令に統合

7 保護構造物 86/295/EEC 96 .1.1から
86/296/EEC 機械指令に統合

8 産業用車両 86/663/EEC 96.1.1から
機械指令に統合

， 一般的製品安全 92/59/EEC 

10 マーキング 93/68/EEC 

11 ガス燃焼機器 90/396/EEC 92.1.1 96 .1.1 B 

12 身体保護用具 (ppE) 89/686/EEC 95 .1.1 97 .1.1 

13 防爆機器 94/9/EEC 96.3.1 2003.1.1 

14 圧縮機 草案

15 巻き上げ機 草案

注）機械安全以外では，玩具の安全性，建設資材，遠隔通信端末機器，埋め込み式能動医療機器，
医療機器，非自動重量計，民生用爆薬などに関する指令がある。

言い換えれば，製品はEC指令の必須要求事項に適

合してさえいれば，流通先の国内規格を考慮すること

なく自由に流通できる。また，この制度では，新たに

検査や検定の相互認証制度が設けられたため，従来，

製品が他国に流通する毎に行っていた検査や検定は省

略され，これにより製品が流通する際の自由度は飛躍

的に増大した。この方式は， EUでは， TestOnce (-

回だけのテスト，即ち，製品を製造した国で一回だけ

検査や検定を行えば，製品がEU内の他の国に流通し

た場合でも，再度検査や検定を要しない）と呼ばれて＇

いる。

以上のような制度を構築することで， EUでは，各

国の膨大な数の規格の整合化という煩雑な作業を経る

ことな<, EU内での製品の自由な流通を可能とした

のである。

2.2機械安全に関する欧州規格の概要

EC指令は製品が絶対達成しなければならない必須

要求事項を示したものであり，詳細な技術上の要件を

含んでいない。そこでEUでは，指令とは別に詳細な

技術上の要件を示した仕様書を作成し，これによって

指令を補充することにした。これが欧州規格である。
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EC指令のうち，通常の機械製品が該当する指令は，

機械指令5l,EMC指令，低電圧指令の 3つである。

このうち，特に重要なのが機械指令であり，工作機械，

プレス機械，木工機械， 自動機械等を初めとして，建

設機械や移動式機械のように危険な可動部を持つ機械

すべてに適用される（補足3参照）。

表 3は，機械指令に基づいて作成された欧州規格の

うち主要なものを示した一覧表である 6),10)。なお，

機械指令に関する欧州規格は，討議中のものも含めて

現在 70 0近くのものが知られている10)0 

これらの規格は次のような階層構造を持つ。

《タイプA規格（基本安全規格）》

すべての機械に共通に適用できる基礎概念，設計原

則等を示した規格。

《タイプB1規格（グループ安全規格）》

様々な機械に共通に適用できる安全条件（人間工学

的条件，環境条件，制御システムの条件等）に関する

規格。

《タイプB2規格（グループ安全規格）》

様々な機械に共通に使用できる安全関連装置（固定

又は可動ガード，インタロック装置，光線式安全装置，

両手制御装置，圧力感知装置等）に関する規格。

《タイプC規格（個別安全規格）》

特定の機械または機械グループ（たとえば，機械プ

レス，液圧プレス，ロボット等）に関する詳細な安全

要求事項を規定する規格。

EMC指令は，電磁波雑音を発生する製品に関する

規制であり，テレビ，ラジオ，携帯電話及びパーソナ

ルコンピュータなどのほか，モータや電磁ソレノイド

などを使った機械，工作機械のNC装置，ロボットの

制御装置などが対象に入る。外部に対して強い電磁波

を発生しないだけでなく，外部からの電磁波によって

影響を受けないことも要求している6¥
低電圧指令は，直流 (AC)では50-IOOOV, 交流

(DC)では75-1500Vの電源で駆動する製品が対象

となる指令であり，感電からの防護，接地，絶縁等に

関する規定がある 6)。

以上のうち，機械指令は 19 9 5年 1月， EMC指

令は 19 9 6年1月，低電圧指令は 19 9 7年1月か

ら強制化されることになっている（補足4参照）。

なお，製品によっては，単純圧力容器指令や医療機

器指令等の適用を受ける場合もあるが，適用を受ける

指令が複数以上ある場合には，全ての指令に適合させ

なければならない。例えば， 1 9 9 5年1月までに機

械指令に適合させた後も， 1 9 9 6年1月までにEM

C指令， 19 9 8年7月までに医療機器指令など，次々

に対応しなければならない 6)。なお，各指令毎の強

制化の期日は表2に詳述したので，参照されたい。

2.3モジュール方式による適合性評価とCEマーキング

製品が欧州指令に適合していることを立証（適合性

評価という）するには，モジュール方式4),6)という

手法が用いられる（補足5参照）。

モジュールは，図 1に示すようにAから Hまでの 8

つのものが用意されている。このモジュールを使用し

た適合性評価の方法は，製品の種類に応じて次の4つ

に分類される。

《モジュールAを使用する方法》

これは，機械指令を例にとれば表4以外の機械を対

象としたモジュールであり，通常はエ作機械，印刷機

械，梱包機械，繊維機械，自動食品機械等が該当する。

このモジュールでは，製造者自らが製品がEC指令

に適合していることを立証し，宣言する（適合宣言と

いう）。なお，製造者は製品の安全性を立証できる安

全立証書を作成・保管し，要請があれば直ちに行政当

局に提出できるようにしておかなければならない。

《モジュールB~Fを使用する方法》

これは，機械指令を例にとれば，プレス機械，木工機

械，安全装置のように安全性に特に注意しなければなら

ない機械（表4参照）を対象としたモジュールである。

このモジュールでは，設計面の適合性を立証するた

めに，製品がEC指令に合致していることをEU認証

機関（製品の型式試験や生産システム審査の実施をE

U委員会によって認可されている機関。 CA, NB, 

CBの3つの種類がある。補足6参照）が確認し証明

する EC型式試験を必要とする。

また，生産面の適合性は，製造者がIS09001シリー

ズ（補足7参照）に基づいた品質管理を実施しているこ

との認証をEU認証機関から取得するか，あるいは， E

U認証機関が定期的に検査を実施することで立証する。

《モジュールGを使用する方法》

これは，一台でも不良品があると重大な災害が発生

するおそれがあるために全数検査を必要とするユニッ

ト（機械又はその構成要素）に適用されるモジュール

である。

このモジュールでは，ユニットがEC指令に合致し

ていることを EU認証機関が確認し証明する個別試験

を必要とする。

《モジュールHを使用する方法》

これは，医療機器，端末機器等の特殊な製品を対象

としたモジュールである。

このモジュールでは，製造者による品質管理が特に

重要であることから， ISO9001 (補足 7参照）に基

づいた品質保証を必要とする。
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表 3 機械安全関連の主要な欧州規格一覧表 (1994年12月現在）

《タイプA:基本安全規格〉

規格番号 規 格 の 名 称 国際規格との対応 CEN TC対応等

EN292 基礎概念，設計の一般原則 CEN TC114 

EN292-1 第1部：基礎用語，方法論 ISO/TR 12100-1 

EN292-2 第2部：技術原則及び仕様 ISO/TR 12100-2 

ENV1070 用語 ISO/NP 13848 CEN TC114 

EN 4 1 4 安全規格の原案と作成手順 ISO/DIS 13850 CEN TC114 

prEN1050 リスクアセスメント ISO/NP 14121 CEN TC114 

《タイプB1 : グループ安全規格》

規格番号 規 格 の 名 称 国際規格との対応 CEN TC対応等

EN 2 9 4 上肢が危険域に届くのを防止するための安全距離 ISO/NP 13852 CEN TC114 

EN349 人体各部の圧砕危険を防止するための最小隙間 ISO/NP 13854 

prEN811 下肢が危険域に届くのを防止するための安全距離 ISO/NP 13853 

prEN999 手／腕の速度ー安全装置の設置場所を決定する身体 ISO/NP 13855 

の接近速度

prEN954 制御システムの安全関連部分 CEN TC114 

prEN954-1 第 1部：設計の一般原則 ISO/NP 13849-1 

prEN954-2 第2部：確認，試験，故障リスト ISO/NP 13849-2 

EN60204 機械の電気装置

EN60204-1 第 1部：一般的要求事項 IEC 204-1 

（検討中） プログラマブルな電子制御装置の機能的安全 IEC/SC 65A 

（検討中） 安全関連システムのソフトウェア IEC/SC 65A 

prEN626 機械から放出される危険物質によるリスクの低減 CEN TC114 

prEN626-1 第 1部：製造者のための原則と仕様 ISO/NP 14123-1 

prEN626-2 第2部：検証手段の導入方法 ISO/NP 14123-2 

prEN1127 火災及び爆発 CEN TC114 

prEN1127-1 第 1部：爆発の予防と防護

prEN563 接触可能な表面温度一高温表面の温度制限値を定め CEN TC122 

る人間工学的データ

ENV26385 人間工学ー作業システム設計の人間工学的原則 IS06385 CEN TC122 

EN 6 1 4 人間工学的設計原則

EN614-1 第 1部：用語及び一般原則

EN614-2 第2部：機械の設計と作業職務中＠相互作業

prEN1005 人体の物理的動作 CEN TC122 

prEN1005-1 第 1部：用語及び定義

prEN1005-2 第2部：対象物のマニュアル・ハンドリング

prEN1005-3 第3部：機械操作時の操作力限界の推奨値

prEN1005-4 第4部：機械操作中の作業姿勢
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（続き）

規格番号 規 格 の 名 称 国際規格との対応 CEN TC対応等

prEN842 可視危険信号 一般要求事項，設計及び試験 CEN TC122 
prEN981 音響又は光による危険通報システム

prEN50099 識別マーキングとアクチュエーティングの原則

prEN50099-l 第1部：可視，音響及び触覚信号
prEN50099-2 第2部：マーキングの原則

EN 4 5 7 聴覚危険信号一要求事項，設計，試験 CEN TC211 

EN23741 音響ーノイズ源の音響レベルの決定ー反響室内の広 !S03741 

帯域波のための精密測定方法

EN23742 音響ーノイズ源の音響レベルの決定ー反響室内の狭 IS03742 

帯域波のための精密測定方法

EN547 人体寸法 CEN TC122 

prEN547-1 第 1部：機械内部に身体全部が進入するときの開

口部の寸歩決定

prEN547-2 第2部：進入時の開口部の寸法決定

（検討中） 機械と工場に対する恒久的接近手段 ISO/NP 14122-1 CEN TC114 

第1部：二つの平面間の固定接近手段の選択

第2部：背かご付き又は無しの固定梯子と梯子へ

の接近を禁止する手段

第3部：階段，脚立及び手すり

注）その後「Pr」が取れたものもある。

〈タイプB2:グループ安全規格〉

規格番号 規 格 の 名 称 国際規格との対応 CENTC対応等

prEN574 両手制御装置 ISO/NP 13851 CEN TC114 

prEN50100 電気感応式安全装置

prEN50100-1 第1部：一般要求事項と仕様

prEN50100-2 第2部：光線式安全装置の要求事項

prEN953 ガード（固定式，可動式）の設計と構造に関する一 ISO/NP 14120 CEN TC114 

般要求事項

prEN1088 ガードロック付とロックなしのインタロック装置 ISO/NP 14119 

圧力感知式防護装置 ISO/NP 13856-1 CEN TC114 

prEN1060-1 第1部：圧力検出マット及び床の設計と試験 ISO/NP 13856-2 

（検討中） 第2部：圧力検出エッジ及びバーの設計と試験 ISO/NP 13856-3 

（検討中） 第3部：圧力検出バンパーの設計と試験

EN 4 1 8 非常停止装置，機能に関する諸事項と設計原則 ISO/NP 13850 CEN TC114 

prEN1037 遮断及びエネルギーの消散一予期しない起動の防止 ISO/NP 14118 

prEN982 流体動カシステムと構成機器の要求事項ー液圧 CEN TC114 

prEN983 流体動カシステムと構成機器の要求事項ー空気圧

EN31252 レーザー装置の要求事項 IS011252 CEN TC123 

EN31253 レーザー装置のインターフェース IS011253 

prEN31553 レーザー放射による危険 ISO/DIS 11553 

注）その後「Pr」が取れたものもある。
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〈タイプc:個別安全規格〉

規格番号 規格の名称 CEN TC対応等

prEN692 

prEN693 

（検討中）

（検討中）

（検討中）

機械プレス

液圧プレス

ギロチンシャー

プレスブレーキ

エアプレス

CEN TC143 

prEN691 

EN847 

prEN847-1 

（検討中）

（検討中）

prEN859 

prEN860 

prEN861 

EN1218 

EN848 

prEN940 

（検討中）

木工機械~全と健康の必須要求事項

安全に関する要求事項

第1部：フライスエ具，丸鋸の刃

丸鋸盤

帯鋸盤

手押しかんな盤

片側厚み決めかんな盤

かんなおよび厚み決め盤

ほぞ取り盤

回転工具による片側面取り盤

複合木工機械

CNC木エマシニングセンタ

CEN TC142 

EN775 

（検討中）

（検討中）

マニピュレーティング産業用ロボット

統合生産システム

IS010218 

IS011161 

マシニングセンタ

旋盤

フライス盤

ポール盤

中ぐりおよびフライス盤

トランスファマシン

研削砥石

放電加工機

CEN TC143 

EN201 

EN 2 8 9 

prEN422 

EN1114 

prEN1417 

EN1612 

プラスチックおよびゴム用射出成形機 I CEN TC145 
プラスチックおよびゴム用圧縮成形機とトランスファ

成形機

中空製品生産用ブロー成形機

押出し機とそのライン

水平2本ロール圧延機

反応成形機

EN 4 1 5 

prEN415-l 

（検討中）

prEN415-3 

prEN415-4 

（検討中）

（検討中）

（検討中）

梱包機械 I CEN TC146 
第 1部：梱包機械関連用語

第 2部：プレフォーム剛性容器の充填，密閉，ラベ

ル付け，清掃，滅菌機械

第3部：形成，充填，シール機械

第4部：パレタイザおよびデイパレタイザ

第 5部：包装機械

第6部：単位ロード保証機械

第7部：グループ梱包機械

0

4

 

1

3

 

0

0

 

1

1

 

N

N

 

E

E

 

r

r

 

p

p

 

印刷及び紙加工機械の設計と構造

紙製造及び仕上げ機械の設計と構造

CEN TC198 
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（続き）

規格番号 規格の名称 CEN TC対応等

EN1672 

prEN1672-1 

prEN1672-2 

prEN454 

prEN1674 

prEN1673 

prEN453 

prEN1678 

食品加工機械の安全と衛生 1 CEN TC153 

第1部：安全上の要求事項

第2部：衛生上の要求事項

遊星形ミキサー

パン生地およびパイ生地打ち機

回転式ラックオーブン

ドウミキサ

野菜切り機

prEN972 

prEN1035 

革なめし機械（往復ローラ式） I CEN TC200 
革なめし機械（プレート可動方式）

prEN31111 

（検討中）

prEN10472 

織物機械 CEN TC214 

パークロエチレンを使用するドライクリーニング機械 IS08230 

工業用洗濯機器類 IS010472 

prEN930 

prEN931 

履物，皮革及び人造皮革製品製造機械一粗加工，磨き I CEN TC201 
取り，研磨及びトリミング

履物製造機械ーラスティング機械

8

7

 

0

9

4

4

 

1

6

2

2

 

7

8

1

1

 

N

N

N

N

 

E

E

E

E

 

r

r

r

r

 

p

p

p

p

 

鋳造成形及ぴ中子造形機 I CEN TC202 
金属ダイガスト装置

砥粒プラント機器

とりべ，鋳込み機，遠心鋳造機，連続及び半連続鋳造

機

（検討中） クレーンの安全設計一概論 I CEN TC147 
（負荷の影響，限界状態，能力の立証）

クレーンの安全設計ー必須要求事項

（制御，制御ステーション，表示および制限装置，防

護と進入路，照明，人間の持ち上げ）

クレーンの安全設計一機器

（電気機器，非電気的機器）

クレーンの安全設計ー検査と使用

（説明書，ラベル表示，検査及び試験，状態の監視，

安全な使用）

手動クレーン

船上クレーン

自走クレーン

橋型および門型クレーン

貸物自動車積載クレーン

タワークレーン

回転ジブクレーン

ウインチおよびホイスト

浮きクレーン

ケーブルクレーン

prEN818 

（検討中）

prEN1492 

prEN1677 

吊り上げ用単環チェーン

剛性ワイヤーロープ

繊維性吊り具

吊り具の構成部品

CEN TC168 
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（続き）

規格番号 規格の名称 CEN TC対応等

EN474-1 

EN23164 

E N 2 3 4 1 1 

EN25353 

E N 2 3 4 4 9 

EN500 

prEN500-1 

prEN500-2 

prEN500-3 

prEN500-4 

prEN500-5 

prEN500-6 

EN 4 7 4 

prEN474-1 

土工機械の一般要求事項 CEN TC151 

土工機械の転倒及び落下物体保護構造の実験室評価 1S03164 

土工機械のオペレータの身体寸法と最小オペレータ所 1S03411 

要空間の寸法

土工機械， トラクタ及び農業，林業用機械の運転席の

基準点

土工機械の落下物体保護構造 I 1S03449 
移動式道路建設機械

第1部：一般的要求事項

第2部：道路面切削機械

第3部：土壌安定機械

第 4部：締固め機械

第 5部：ジョイントカッター

第6部：舗装材料仕上げ機械
土工機械

第2部：トラクタードーザー

第3部：ローダ

第4部：バックホウローダ

第5部：油圧掘削機械

第6部：ダンプ車及び現場運搬車

p r E N 1 5 5 3 

prEN3767 

E N 3 7 8 9 

農業及び林業機械の一般要求事項 I CEN TC144 
農業及び林業機械，動力式芝生及び庭園機器の標識・ 1S03767 

表示

農業及び林業機械，動力式芝生及び庭園機器の運転の I 1S03789 
位置と方法

EN81 

EN 1 1 5 
エレベータ及び作業用エレベータ I CEN Tel0 
エスカレータ及び乗用コンベヤ

0

6

 

0

7

5

 

8

5

7

 

2

1

1

 

N

N

N

 

E

E

E

 

r

r

r

 

p

p

p

 

昇降台付き自動車 I CEN TC98 
リフティング・テープル

車両後部リフト

EN281 

prEN1726 

p r E N 1 5 5 1 

p r E N 1 5 2 5 

prEN1757-1 

prEN1757-2 

運転者が腰掛けて操縦する自走式工業用運搬車 I CEN TC150 
積載最10トン未満の自走運搬車及び牽引力が 2万

ニュートン未満のトラクタ

積載量10トン以上の自走運搬車

運転者なしの工業用運搬車

手押しスタッカ

高さ300mmまでの手動パレット運搬車

0

9

8

1

7

 

2

1

1

4

1

 

6

6

6

7

6

 

N

N

N

N

N

 

E

E

E

E

E

 

r

r

r

r

r

 

p

p

p

p

p

 

塊状材料用ベルトコンベア I CEN TC148 
単位荷物の機械的取扱い機器

塊状材料の機械的取扱い機器

塊状材料の空気圧的取扱い機器

ホッパに塊状材料を保管するための機器

1

2

 

-＿
 2
2

 

1

1

 

0

0

 

1

1

 

N

N

 

E

E

 

r

r

 

p

p

 

コンプレッサ I CEN TC232 
真空ポンプ

P r E N 7 9 2 手持ち電動工具 I CEN TC255 

注）その後「pr」が取れたものもある。



A(内部生産管理）

•製造者は製品の安
全性を立証するため

の技術文書を作成し，

国内行政当局が閲覧

できるよう保管して

おく。

--- ---- -- -- --> - ---- -------- ---

• 製造者は，必須要
求事項への適合を宣

言するとともに，

CEマーキングを行
う。

Aa(EU公認機関が
製造者を補佐する内

部生産管理）

•製造者は製品の安
全性を立証するため

の技術文書を作成し，

国内行政当局が閲覧

できるよう保管して

おく。

・EU公認機関は，
製品の安全性を確保

するために，必要に

応じて指導や助言を

行う。

----------------

・EU公認機関は，
製品の抜き取り検査

を定期的に行う等の

方法によって，製造

段階の適合性評価を

行う。

• 製造者は，必須要
求事項への適合を宣

言するとともに，

CEマーキングを行
う。

B(型式試験） G(ユニットの検定） H(全体の品質管理）

•製造者は，指定された型式の製品のサンプルと安全性を立
証するための技術文書をEU公認機関に提出する。
・EU公認機関は，製品サンプルが指令の要求事項に適合し
ているかを審査し，適合している場合， EC型式審査証明書
を発行する。

' '''  ''''  ''''  
''''  ''''  
''''  ''''  ''''  ''''  ''''  ''''  
''  ---------;-----------1 ------------7 -- -- ------ -- -: —------
''''  
''''  
''''  
''''  

・EU公認機
関は，製品の

抜き取り検査

を定期的に行

う等の方法に

より，製造段

階の適合性評

価を行う。

• 製造者は，
型式への適合

を宣言し， C
Eマーキング
を行う。

D(生産の品

質保証）

• 製造者は，
I S 09002に
基づいた品質

管理システム

を構築する。

・EU公認機
関は， ISO 
9002に基づい
て製造者を監

視する。

• 製造者は，

必須要求事項
への適合を宣

言し， CEマ
ーキングを行

う。

E(製品の品

質保証）

• 製造者は，
I S 09003に
基づいた品質

管理システム

を構築する。

・EU公認機
関は， ISO 
9003に基づい
て製造者を監

視する。

• 製造者は，

必須要求事項
への適合を宣

言し， CEマ
ーキングを行

う。

F(製品の検

定）

• 製造者は全
ての製品を一

個づつ検査す

るか，又は生

産したロット

からランダム

にサンプルを

一個づつ取っ

て検査し，製

品が指令に適

合するのを検

証する。

• 製造者は，
必須要求事項

への適合を宣

言し， CEマ
ーキングを行

う。

•製造者は製品の安
全性を立証するため

の技術文書をEU公
認機関に提出する。

----------------

・EU公認機関は，
製品の全数を検査す

る。

•製造者は，適合宣
言とともに， CEマ
ーキングを行う。

• 製造者は， ISO 
9001に基づいた品質
管理システムを構築

する。

|
 

10 |
 

1―----------------
・EU公認機関は，
I S 09001に基づい
て製造者を監視する。

•製造者は，適合宣
言とともに， CEマ
ーキングを行う。

熙
湘
冷
吟
車
冷
渫
沿
船
癖
草

N
I
I
S
-
S
D
 ,
 N0
.
1
4
(
1
9
9
6
)
 

図 1 設計・製造段階での適合性評価モジュール（文献4と6を参考に作成）
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表4 機械指令付属書Wにより EU公認機関による

型式試験証明が必要な機械や安全部品（文献5と6を参考に作成）

種類 型式証明が必要なもの

1 I木工機械 ① 木材及び類似材料，肉及び類似材料の加工用丸のこ。

② 固定用ベッドを持ち，工作物の送給を手作業または動力で行い，作動中に刃先部が

固定される切断機械。

③ 手動の往復運動をするのこぎりベンチ，またはキャリッジを備え，作動中に刃先部

が固定される切断機械。

④ 内蔵した機械的送り装置で加工物を送り，手作業で加工物の送給や排出ができる，

作動中に刃先部が固定される切断機械。

⑤ 内蔵した機械的送り装置で加工物を送り，手作業で加工物の送給や排出ができる，

作動中に刃先部が移動する切断機械。

⑥ 木工用の作動表面削り盤。

⑦ 手作業で加工物の送給や排出ができる木工用の自動片面仕上げ盤。

⑧ 木材及び類似材料，肉及び類似材料の加工用で，対象物を手作業で送給や排出がで

きる，固定式または可動式ベッドを持つ帯のこ及び可動キャリッジを持つ帯のこ。

⑨ ①から⑧までと⑪に記載した種類を組み合わせた，木材及び類似材料用の加工機械。

⑩ 手動式でバイトホルダ付き木工用ほぞ取り盤。

⑪ 木材及び類似材料用の手動式の垂直スピンドル成形機。

⑫ 木工用携帯式チェーンソー。

2 Iプレス機械
成形機

3 I上記1, 2以
外で特に危険

な機械

① 手作業で加工物の送給や排出ができる，金属の冷間加工用プレス。

プレスブレーキを含む。可動部の行程は 6mm以上，速度は30mm/s以上。

② 手作業で加工物の送給や排出ができる射出式または圧縮式プラスチック成形機。

③ 手作業で加工物の送給や排出ができる射出式または圧縮式ゴム成形機。

① 次のような地下作業用の機械。レール上の機械（機関車及び緩急車），水圧天板支保，

地下作業用の機械設備に装備する内燃機関。

② 圧縮機能付き家庭廃棄物収集用の手動積込みトラック。

③ ガード及び取り外し可能な伝動軸であって，自在継手を有し，付属書Iの3.4.7
項に記載されたもの。

④ 昇降用車両。

⑤ 3mを超える垂直高さから落下する危険のある昇降用機械。

⑥ 花火製造用の機械。

4 I安全部品
注）

① 特に人を探知し，安全を確保する電気感応装置（非物質的バリア，センサマット，

電磁探知機）。

② 両手操作により安全機能を確保する論理ユニット。

③ 項目 2の機械を保護する自動可動式の遮蔽物。
④ 転倒時保護構造 (ROPS)。

⑤ 落下物に対する保護構造 (FOPS)。

注） 4ー①には光線式安全装置など， 4ー②には両手操作式安全装置， 4-③にはガード式安全装置が該当

する。

以上の評価にあたっては，製造者は自己の責任（補

足 8参照）に基づいて製品の安全性を立証するための

詳細な安全立証書を作成しなければならない。そして，

一連の評価が完了したら，製造者は製品が関連する全

ての指令の全ての必須要求事項に適合していることを

自ら宣言するための適合宣言書（図 2参照）を作成す

ると共に，製品に"CE"のマークを貼付する（図 3参

照）。これを CEマーキングという（補足9参照）。
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EC Declaration of Conformity 
We 

(supplier's name, address, other identification) 

declare under our sole responsibility that the machine 

Make 

Type 

Serial no (s) . 

Year of constr. 

as described in the attachend documentation is in conformity with the Machinery Directive 89/392 
as amended by the ec Directives 91/368 and 93/44. (Specify ofther applicable directives, if any). 

Name: 

First name: 

Position: 

(block letters) 

Place, Date of Issue Signature 

Enclosures : *List of relevant provisions of Annex I of the Machinery Directive (Corre-
sponds to technical file, Form la) 

図2 適合宣言書の例（文献6から引用）

3. 海外における規格整合化の取り組みと我国の対応

3. 1 機械安全に関する規格整合化の動き

以上のような背景の下に，国際標準化の分野でも安

全に関する規格整合化の取り組みが活発化してきてい

る。たとえば，一般機械については， 1 9 8 9年に欧

州規格の審議機関である CENが IS 0との間で技術

交換協定を結び（リスボン協定），同様の趣旨の協定

が同年 IS 0とCENELECの間で結ばれた。

また， 1 9 9 1年には CENとIS 0の間で欧州規

格を IS 0規格の原案としていくことを主眼とした協

定（ウイーン協定）が結ばれたことにより，欧州規格を

原案とする機械安全に関する国際規格化の審議作業は

本格的に開始されることとなった。

こうして， CENで作成された欧州規格は IS 0の

舞台に移されることになり，機械の安全性に関する国

際規格作成に向けて， 1 9 9 1年には ISO/TCI 

9 9 (機械の安全性に関する IS 0の専門委員会）が

設置された。なお，この ISO/TC199が扱う安

全規格は，欧州規格のタイプA及びタイプB規格に相

図3 CEマーキング

当するものであり，タイプC規格に相当するものは他

の専門委員会が討議を進めている。

3. 2我国の対応

以上のような海外における規格整合化の動きに関連

して， I S 0の加盟国である我国では，咀）日本機械工

業連合会内に ISO/TC199国内対策委員会を設

置し，①機械の安全性に関する国際規格原案の検討，

② I S 0に対する日本としてのコメントの提出，③ I
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SO/TC199国際会議への出席，④報告書の作成

等の活動を行っている。また，タイプC規格レベルの

国際規格案に関する審議は，関連の工業会等が扱って

いるが，これらの情報を含めて国際整合化への対応が

進められつつある。

また，当研究所では，欧州規格に関する情報が具体

的に我国に入ってくる以前から，機械災害防止のため

の本質安全化技術として，フェールセーフ，インタロッ

ク，安全確認型等の技術に関する研究を実施してきて

いたが，これらの技術によって達成される安全水準は

欧州規格の水準とも基本的に整合するものであること

が判明し，これらの研究成果に基づいて，機械安全に

関する国際整合化を目指した様々な研究活動を実施し

ているところである。

以上のように，欧州規格は，今後の我国の安全技術

水準の向上を図る上できわめて参考になる内容を含ん

でおり，この意味からも本報告が産業現場や行政の場

で広く活用されることを期待するものである。

［補足 1] 

プレス機械の種類には，機械プレス，液圧プレス，

プレスブレーキ等があるが，このうち第3章では機械

プレスについて述べる。

［補足2]

規格の整合化が進まなかった理由の一つに，欧州で

は各国の議会が制定する技術規定（加盟国議会が決定

した法規で強制力のあるもの）だけでなく，政府では

ない中立の機関が制定する標準規格（強制力はないが

技術基準として準法規的地位にあるもの）があり，こ

れらの数が膨大であったという事情がある。

［補足3]

機械指令では「連結した部品または構成部材の集合

で，少なくともそのうちの一つが適切な作動装置，制

御動力回路などによって動くもの」すべてを適用範囲

としている。ただし，機械指令第 1条3項により次の

ような機械は適用が除外されている5),6) 0 

① 唯一の動力源が直接の人力である機械。ただし，

荷物の昇降用機械を除く。

② 患者に直接接触して使用する医療用機械。

③ 遊技場や遊園地で使用する特別の機械。

④ 水蒸気ボイラ，タンク及び圧力容器。

⑤ 原子力用として設計または稼働している機械

で，故障の場合に放射能が放出するおそれのある

もの。

⑥ 機械の一部を形成する放射能発生源。

⑦ 火器。

⑧ 石油，ディーゼル燃料，引火性の物体及び危険

物の貯蔵タンク及びパイプライン。

⑨ 輸送手段，例えば人あるいは貨物を空中あるい

は公共道路，鉄道，水路で輸送する目的にのみ供

する乗り物及び付随するけん引機。鉱山で使用す

る乗り物も例外ではない。

⑩ 遠洋航海あるいは近海用の船と船に備えた装置。

⑪ 人を輸送する公共用または個人用のロープウェ

イやケーブルカー。

⑫ 1974年3月4日付けの理事会指令74/150/EEC

第 1条(1)に規定された農業，及び林業用けん引

機。なお，その指令は88/297/EECで修正されている。

⑬ 軍用または警察用として特別に設計・製造した

機械。

⑭ 建物及び建造物の特定階で恒久的に使用する昇

降機であって，水平に対して 15度を超えて傾斜

した固定ガイドの間を動く車両を有し，以下の輸

送目的を持つ。

・人員

・人員及び貨物

・貨物（車両に人が接近可能な場合）

⑮ ラック・アンド・ピニオンの軌道上を車両が動

く人間運搬用の交通手段。

⑯ 鉱山巻き上げ機械。

⑰ 劇場用エレベータ。

⑱ 建設現場用ホイスト。

［補足4]

厳密には，法的強制力を持つのはEC指令だけであ

り，指令を補充する欧州規格は何ら法的強制力を持た

ない任意規格として扱われる。

しかし，一方でEU加盟国はCEN/CENELE

Cの内部規則に基づいて，欧州規格と同一の規格を国

内規格として制定しなければならない（仮に，欧州規

格に反する国家規格がある場合は，この規格は廃止さ

れなければならない）。また， EC指令の必須要求事

項に対する具体的解決策を示したのは，現状では欧州

規格だけである。

以上の点から，欧州規格は任意規格といっても事実

上の強制規格と同等の効力を持つと考えられる。

［補足5]

モジュールとは，通常，独自の機能を果たすように

設計されている構成要素を意味するが，この場合のモ

ジュールとは図1に示すAからHまでのブロックをいう。

［補足6]

EUでは，製品の検査は，政府機関だけでなく第三

者機関（検査を行う事項について当事者の利害と無関

係であると認められた個人または団体， ThirdParty 

と呼ばれる）も担ってきたという事情がある。
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このため，ニュー・アプローチ政策では，仮に検査

機関が株式会社のような第三者機関であっても， EC指

令等に定める認証基準に合致しているならば， EU認証

機関として検査をすることが認められている。

［補足7]

ISO 9000シリーズ規格9)は， 1 9 8 7年 3月にIS

0によって制定された品質管理及び品質保証のための

規格である。

現在，この規格は既に40以上の国で国家規格とし

て採用され，そのうち約30か国では同シリーズ規格

を基準文書とする品質システム審査登録制度が創設さ

れており，今後も更に普及が進むものと予想される。

具体的な規格には次のものがある。

① ISO 9000 (1987年制定）品質管理及び品質保

証の規格ー選択及び使用の指針一

② ISO 9001 (1987年制定）品質システムー設計・

開発・製造・据付け及び付帯サービスにおける品

質保証モデル

③ IS09002 (1987年制定） 品質システムー製

造及び据付けにおける品質保証モデル

④ ISO 9003 (1987年制定） 品質システムー最

終検査及び試験における品質保証システム

⑤ ISO 9004 (1987年制定） 品質管理及び品質

システムの要素ー指針

以上の規格は， 1991年に内容をほとんど変更し

ないままJIS 9900-9904として制定された。

［補足8]

自己責任とは，文献7)によれば「自らが決断し，行

為したことを明確に認め，その結果について制裁をも

甘受すること」と定義されているが，この場合の自己

責任とは「自らの責任によって安全を立証すること」

を言うものと考えた方が良いであろう。

［補足9]

このように， CEマーキングは製品がEC指令の必

須要求事項を満足していることを製造者自らが安全立

証書によって立証し，適合宣言するものであり，既存

のマーク類（例えば， ドイツのGSマークなど）のよ

うな検査機関の固有表示とは明確に異なる 1)。筆者

らは， EU独特の自己責任原則がこのCEマーキング

に象徴的に表れていると考えている。

モジュールによっては，安全性の立証にEU認証機

関が関与する場合もあるが，この場合の適合宣言も最

終的には製造者自らの責任において行われるものであ

り，自己責任の原則を排除するものではない。

なお， EUでは，「マーク」を検査機関等の固有表示，

「マーキング」を自己責任原則に基づく適合宣言を意

味するものとして，両者を使い分けている。
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